
 

 

 

◎各融資メニューの利用対象は、感染症により事業活動に影響を受けている中小企業者又は組合 

融資メニュー〔保証制度〕 概   要 

新型コロナウイルス 

感染症対応緊急融資 

〔ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ保証〕 

〔一般保証〕 

当面必要となる様々な 

事業資金の調達 

【利用対象】 

・最近３か月の売上又は今後３か月の売上見込みが 

令和元年 12 月以前の直近同期比で５％以上減少 

【資金使途・融資期間】 

・運転資金 10 年以内（据置期間５年以内） 

・設備資金 15 年以内（据置期間５年以内） 

【融資利率】 

・融資期間に応じて、1.7％～2.4％以内 

（責任共有制度対象外の場合、1.5％～2.2％以内） 

【融資限度額】 

・３メニューとも、 

２億８千万円 

（無担保８千万円） 

※下段「感染症対応 

融資（全国制度）」 

との合算による 

 

 

【利子補給】 

・融資額１億円まで 

全額補給 

※左記３メニューと 

下段「感染症対応 

融資（全国制度）」 

との合算による 

・融資実行後３年間 

 

 

【信用保証料補助】 

・３メニューとも、 

全額補助 

新型コロナウイルス 

感染症対応緊急借換 

〔ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ保証〕 

〔一般保証〕 

既存の保証付債務の 

借入期間の延長 

【利用対象】 

・最近３か月の売上又は今後３か月の売上見込みが 

令和元年 12 月以前の直近同期比で５％以上減少 

・信用保証協会の保証付融資を利用している 

・事業計画を策定し、経営改善等に取り組む 

【資金使途・融資期間】 

・運転資金 10 年以内（据置期間５年以内） 

※現在借入中の信用保証協会の保証付融資 

【融資利率】 

・融資期間に応じて、1.7％～2.2％以内 

（責任共有制度対象外の場合、1.5％～2.0％以内） 

危機対応融資 

〔危機関連保証〕 

売上が激減した場合の 

事業資金の調達 

【利用対象】 

・最近１か月の売上が前年同月比で 15％以上減少、 

かつ、その後２か月間を含む３か月間の売上が前 

年同期比で 15％以上減少が見込まれる 

・危機関連保証に係る区市町村の認定を受けている 

【資金使途・融資期間】 

・運転／設備資金 10 年以内（据置期間２年以内） 

【融資利率】 

・融資期間に応じて、1.5％～2.0％以内 

◎国の特例保証を利用する場合は、原則、上記に優先して以下の融資メニューを利用 

融資メニュー〔保証制度〕 概   要 

新設 

感染症対応融資 

（全国制度） 

〔ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ保証〕 

〔危機関連保証〕 

全国一律で実施する 

利子補給対応制度 

【利用対象】 

・セーフティネット保証（４号・５号※）又は危機関 

 連保証に係る区市町村の認定を受けている 

※５号は、売上が 15％以上減少の場合に限る 

【資金使途・融資期間】 

・運転／設備資金 10 年以内（据置期間５年以内） 

【融資利率】 

・融資期間に応じて、1.8％～2.2％以内 

（責任共有制度対象外の場合、1.6％～2.0％以内） 

【融資限度額】 

・無担保３千万円 

【利子補給】 

・全額補給 

・融資実行後３年間 

【信用保証料補助】 

・全額補助 

 

 

 新型コロナウイルス感染症に対応した都の制度融資メニュー 


